
1 2

株主の皆様には、格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げま
す。

平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第117期
の営業概況について御報告申し上げます。

当期における世界経済は、先進国を中心に底堅さがみられ
たものの、一部の新興国については経済成長が鈍化したこと
から、全体としては弱い回復が続きました。

我が国経済におきましては、政府・日銀による積極的な
経済政策の下、個人消費を中心とした内需の拡大が牽引し、
企業収益や生産活動に改善の動きがみられるなど、景気は
緩やかな回復基調となりました。

国内建設市場につきましては、公共投資は東日本大震災か
らの復興工事を中心に堅調に推移し、民間設備投資も一部で
は持ち直す動きがみられ、建設投資全体では前期を上回る水
準となりましたが、需給逼迫に伴う労務費の上昇等により、
厳しい経営環境が続きました。

こうした中、当社グループでは、安定的な利益創出を可能
とする収益体制の構築を目指して、国内・海外の建設事業、
及び開発・エンジニアリング等の建設関連分野における収益
力の強化を推し進めてまいりました（当期の業績概要につい
ては３ページ以降に掲載しております）。

我が国経済の今後の見通しにつきましては、世界経済の
緩やかな回復が続き、各種政策効果が発現する中で、消費・
生産・所得の好循環が動き出すことにより、次第に景気回復
に向かっていくと考えられます。

国内建設市場におきましては、復興需要に加え、東京オリ
ンピックを見据えた公共投資や民間非製造業の設備投資が
底堅く推移すると見込まれますが、需要増加に伴う労務費や
資材費の上昇基調も踏まえると、建設業界を取り巻く経営

環境は厳しさが続くものと思われます。
このような経営環境を踏まえ、当社グループでは、事業環

境の変化に柔軟に対応し、持続的な成長を実現していくた
め、中期的な視点に立って以下に掲げる施策を推進してまい
ります。

すなわち、国内建設事業につきましては、社員の効率的配
置や優良な協力会社の確保により適切な施工体制を維持する
とともに、採算重視の受注方針の徹底と現場における生産性
向上の取り組みを継続することにより収益力の強化に繋げま
す。

海外建設事業につきましては、施工中の大型工事における
採算の改善に継続して傾注する一方で、成長力に富む東南
アジアに経営資源を重点的に配分して、事業の拡充を図り
ます。

建設関連分野につきましては、都市計画・設計等の上流分
野から、リニューアルや維持・更新分野に至る一連の機能を
強化し、多様な収益源の確立に取り組みます。重点強化分野
としている開発事業につきましては、日本を含むアジア、北
米、欧州でバランスのとれた収益を確保します。また、エン
ジニアリング事業につきましては、技術提案から設計、施工
マネジメントまでの多様なサービスの提供を拡充します。

これらの施策を、グループ各社の機能の強化と会社間の
連携の深化により推進し、グループ全体の経営資源の効率的
活用と収益性の向上に取り組みます。

以上のような取り組みを実行することにより、安定的に
利益を創出するとともに、財務体質の改善・強化に引き続き
注力してまいります。

最後に、当期に発生した都内のマンション工事における
重大な施工不具合を深く反省いたしまして、再発防止活動を
全社的に展開するとともに、企業存続の根幹である品質・
安全衛生・環境の確保を改めて徹底することにより、顧客や
社会からの信頼回復に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも何とぞ格別の御理
解と御支援を賜りますようお願い申し上げます。

平成26年６月

ごあいさつ

代表取締役社長




